
◎基本政策

●手段（当初事業計画）●

 ‣ 総合相談事業（一般相談・専門相談）

 ‣ 子ども応援サポート室（経済的な困りごと等の相談、保育園等への巡回相談）

 ‣ 子どもの最善の利益を守る法律専門相談事業

［ ]    （弁護士による離婚・養育費・面会交流等の相談）

 ‣ 離婚に伴う子どもの養育費確保支援等

　（養育費確保支援事業、面会交流支援事業等）

 ‣ 小・中学生学習支援（拠点型の学習・相談支援）

［ ]  ‣ 高校生世代学習支援（個別型及び拠点型の学習・相談支援）

 ‣ 経済的理由で高等学校等に進学・修学が困難な生徒に対する奨学資金の給付

［ ]

 ‣ 学習塾等の学校外学習にかかる費用の助成

［ ]

 ‣ 就学援助（要保護・準要保護世帯に対する就学費の援助）

［ ]

 ‣ 子どものいる生活困窮世帯への食品等の配送

 ‣ 定期的な見守り、適切な支援やサービスの情報提供

［ ]  ‣ コンソーシアム*による事業運営

 ‣ ふるさと納税を活用したクラウドファンディング*

＊コンソーシアム　行政や企業、ＮＰＯ等の複数の組織が集まり、共通の目的を持ち活動する共同体

＊クラウドファンディング　不特定多数の人が通常インターネット経由で他の人々や組織に財源の提供や協力などを行うこと
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1　子どもたちに輝く未来をつなぐ

主要課題 No. 14 子どもの貧困対策


